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（1）株価指数とは

東京証券取引所（以下、「東証」という。）では、約4,000社の企業が株式を上場
し、その株式は日々売買されています。株価は、売り買いをされる度に時々刻々と
変化します。
株式投資を行う場合、自らが投資している株式の株価動向を把握することは大

変重要ですが、投資判断の目安として、株式市場全体の動きを把握することも欠
かすことはできません。何故なら、個々の株価は基本的には企業の業績が反映さ
れますが、経済全体の先行き、金利の状況、為替動向、政治情勢の変化などにも反
応します。つまり、株価指数の動向を知ることで、投資のタイミングを上手く捉え
ることもできるかもしれません。
テレビのアナウンサーが経済ニュースの中で、「本日のTOPIX（トピックス）

は、前日比〇〇ポイント高の〇〇ポイントで取引を終えました。」と伝えている場
面を目にしたことがある方も多いのではないでしょうか。株価指数は皆さんの身
近にあり、TOPIXなどの株価指数は株式市場の動向を知る重要な手掛かりとな
ります。因みに、広辞苑で「株価指数」を調べてみますと、「個々の株式の価格を総
合して、その変動を示す統計的指数。わが国では東京証券取引所その他で作成。」
とあります。株価指数は、総合して「株式市場」の変動を示す統計指標なのです。

（2）代表的な株価指数

株価指数は、株価などの情報が取得できれば、誰でも算出することが可能です
が、株価指数を日々算出・公表するのは大変な作業となります。また、株価指数
は、株式市場の動向を表す重要な統計指標ですので、正確性や継続性といった点
も不可欠になります。こうしたことから、現在、算出・公表されている代表的な株
価指数は、金融商品取引所、新聞社のほか、株価指数を専門に算出する機関（指数
算出機関）などが算出を行っています。
世界には、国や市場ごとに様々な株価指数があります。例えば米国の代表的な

株価指数として、NYダウ工業株30種平均、S&P500、NASDAQ総合指数が、
欧州の代表的な株価指数として、ユーロ・ストックス50指数、FTSE100、
CAC40、DAXが知られています。
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日本の株式市場の動向を表す指標としては、TOPIX（東証株価指数、以下、
「TOPIX」という。）や日経平均株価が知られており、これらはいずれも東証に上
場する内国普通株式を対象とした株価指数です。

FTSE100（英国）

KOSPI（韓国）

CAC40（フランス）

ハンセン指数（中国・香港）

TOPIX（日本）

S&P500（米国）

NASDAQ総合株価指数（米国）

日経平均株価（日本）

NYダウ工業株 30種平均（米国）

上海総合指数（中国）

FTSE/JSE TOP40（南アフリカ） ASX200指数（オーストラリア）

時価総額加重型 株価平均型

DAX（ドイツ）

ボベスパ指数（ブラジル）

＜図1　世界地図＞

（3）「時価総額加重型」と「株価平均型」

株価指数の計算方法を大きく分けると「時価総額加重型」と「株価平均型」の2
種類があります 1。
ある銘柄の「株価」に「株式数」を乗じたものを「時価総額」といい、この「時価総

額」は当該銘柄の市場で評価された「資産価値」を表します。「時価総額加重型」の
株価指数は、算出対象となっている銘柄（「構成銘柄」という。）の時価総額（株価×
株式数）の変化を通じて株式市場の動向を示したもので、日本のTOPIX、米国の
S&P500などは、時価総額加重型の株価指数です。
一方、日本の日経平均株価、米国のNYダウ工業株30種平均は、「株価平均型」

の株価指数で、構成銘柄の価格の平均の動きを通じて株式市場の動向を表しま
す。
「時価総額加重型」の株価指数は、ある過去の一定時点（「基準日」という。）の時

1　このほかにも、「均等加重型」や「修正時価総額加重型」等があります。
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価総額と比較して、算出時点の時価総額がどの程度増えたか減ったかを表しま
す。具体的には、算出時点の構成銘柄の時価総額の合計額を、基準となる時価総額
で除して計算します。TOPIXは、この計算方法を採用しており、株価指数の値は
「ポイント」で表示されます（例：3,137.60ポイント）。
一方、「株価平均型」の株価指数は、構成銘柄の株価の平均を表します。具体的に

は、構成銘柄の株価を合計した値を構成銘柄数で除して計算します。日経平均株
価はこの計算方法を採用しており、株価指数の値は「円／銭」で表示されます
（例：44,932円63銭）。

「時価総額加重型」の計算式

株価指数の値（ポイント）＝
 算出時点の構成銘柄の時価総額 

基準となる時価総額

「株価平均型」の計算式

株価指数の値（円／銭など）＝
 構成銘柄の株価の合計 

構成銘柄数

それでは、簡単な例を用いて、それぞれの株価指数の特徴を解説します。
株価指数の構成銘柄を2銘柄とします。

株式数 株価 時価総額
銘柄A 100株 1,000円 10万円
銘柄B 50,000株 100円 500万円

株価は銘柄Aの方が高く、時価総額は銘柄Bの方が大きくなっています。基準
日の時価総額は、100万円とします。

時価総額加重型＝（10万円＋500万円）÷100万円×100（基準値）2＝510
ポイント
株価平均型＝（1,000円＋100円）÷2＝550円
ここで、銘柄Aの株価が1,000円から2,000円になった場合、指数値はどう
変化するでしょうか。

2　ここでは基準日時点の時価総額を100（基準値）としています。

5指数ハンドブック



株式数 株価 時価総額
銘柄A 100株 2,000円 20万円
銘柄B 50,000株 100円 500万円

時価総額加重型＝（20万円＋500万円）÷100万円×100＝520ポイント
（＋2%）
株価平均型＝（2,000円＋100円）÷2＝1,050円（＋91%）
時価総額加重型の上昇率が2％であるのに対し、株価平均型の上昇率は91％
となっています。

次に、銘柄Bが100円から200円になった場合、指数値はどう変化するでしょ
うか。

株式数 株価 時価総額
銘柄A 100株 1,000円 10万円
銘柄B 50,000株 200円 1,000万円

時価総額加重型＝（10万円＋1,000万円）÷100万円×100（基準値）＝
1,010ポイント（＋98%）
株価平均型＝（1,000円＋200円）÷2＝600円（＋9%）
時価総額加重型の上昇率が98％なのに対し、株価平均型の上昇率は9％となっ
ています。
つまり、時価総額加重型の株価指数は、時価総額の大きい銘柄の影響を受けや

すく、株価平均型の株価指数は、高株価（値がさ株）の銘柄の影響を受けやすいと
いうことになります。
※上記の例示は、各指数の特徴を分かりやすく理解してもらうために銘柄数を2銘柄で解説して
います。 
そのため変化率に極端な差が生じていますが、実際の株価指数は構成銘柄数が多数であり、変
化率は緩やかなものになることに注意をしてください。
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（1）TOPIX（東証株価指数）

TOPIXは、1969年に、東証市場第一部に上場しているすべての日本企業を対
象とした、時価総額加重型の株価指数として誕生しました。（現在、指数の連続性
を確保しつつ、広範網羅性や投資対象としての機能性をさらに高めるための見直
しを行っています。詳細については、第4章をご覧ください。）TOPIXは、基準日
である1968年1月4日の時価総額（8兆6,020億5,695万1,154円）を100
ポイントとした場合、現在の時価総額がどの程度かを表しています。1969年7
月1日にTOPIXの算出を開始し、現在、リアルタイム（1秒間隔）で算出・配信し
ています。

TOPIXの指数値は、JPXのホームページやJPXの発行する各種統計データ
集、主な新聞、テレビのニュース、金融情報提供会社（情報ベンダー）の端末、イン
ターネットなどで確認できます。

（2）TOPIXの役割

TOPIXは浮動株時価総額ベースで東証に上場する企業の約97.7%を占める
（2025年1月末時点）など、日本の株式市場を幅広くカバーしています。このた
めTOPIXは、市場全体の動向を表す「ものさし」（景気動向指数）として利用され
ているほか、年金基金などの機関投資家においては「ベンチマーク」として利用さ
れたり、投資信託や先物取引などの金融商品にも利用されたりしています。

①景気動向指数とは
景気動向指数は雇用など様々な経済活動での重要かつ景気に敏感に反応する

指標の動きを統合することによって、景気の現状把握及び将来予測に資するため
に作成された指標 3で、内閣府が公表しているものです。
景気動向指数は、景気に対し先行して動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指

数、遅れて動く遅行指数の3本の指数があり、TOPIXは先行指数の一指標に指定
されています。先行指数は、一般的に、一致指数に数ヵ月先行することから、景気
の動きを予測する目的で利用され、株式市場などでも注目されています。

3　出所：内閣府（https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/menu_di.html）
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②ベンチマークとは
「ベンチマーク」とは、運用成績を評価する際の基準となる投資尺度（指標）のこ
とをいいます。
例えば、1年間で運用成績が150％になったAファンドと、130％になったB

ファンドがあったとします。どちらのファンドの運用成績も良かったように見え
ますが、果たしてそうでしょうか。このときTOPIXが1年間で140％になって
いれば、TOPIXの動きと比較した運用成績の評価では、Aファンドの運用成績は
TOPIXの上昇を上回っていること、一方Bファンドの運用成績はTOPIXの上
昇を下回っていることが分かります。

Aファンド、Bファンドともに現在の成績は購入時を上回っていますが、Bファ
ンドは市場の平均であるTOPIXの成績を下回っていることから、成績がプラス
といってもあまり褒められたものではないということになります。

TOPIXと比較することによって、そのファンドの運用成績が市場全体（平均）
を上回ったか、逆に市場全体（平均）を下回ったかを把握することができ、国内外
の機関投資家の多くは、日本株の運用結果をTOPIXと比較することで評価して
います。

50

100

150

購入時 １年後

Aファンド

TOPIX

Bファンド

＜図2＞
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3 TOPIXの計算方法

（1）TOPIXの計算方法

TOPIXの計算式は以下のとおりです。

計算式

TOPIX＝
 算出時点の指数用時価総額 

基準時価総額 
 × 基準値（100）

なお、算出時点の指数用時価総額は、各銘柄の指数用株式数に採用価格（後述）
を乗じたものの総和で、各銘柄の指数用株式数は、以下のとおりです。

各銘柄の指数用株式数＝各銘柄の指数用上場株式数×各銘柄の浮動株比率×
キャップ調整係数
※浮動株比率については、（3）をご覧ください。

指数用上場株式数は、各企業の上場株式数を基に公募増資や第三者割当増資な
どのコーポレートアクションに伴う株式数の増減を指数算出用に反映させた株
式数です。通常、各企業の上場株式数と指数用上場株式数は等しくなりますが、株
式分割などのコーポレートアクションが発生した場合には、両者の間で、株式数
を増減させるタイミングの違いが生じ、一時的な差異が発生することがありま
す。
また、基準時価総額については、算出開始時は、1968年1月4日の東証市場第

一部の時価総額（8兆6,020億5,695万1,154円）でしたが、その後、新規上場
などにより新たな銘柄がTOPIXに追加された場合や、公募増資（新株式発行）な
どにより株式数が増減する場合など、市況（株価）の変動によらない時価総額の変
化が発生する都度、基準時価総額を修正しています（2025年7月末現在の
TOPIX基準時価総額は18兆9,682億6,497万6,310円）。

（2）採用価格

TOPIXを算出する際の採用価格並びに基準時価総額の修正に使用する株価



は、東証の立会取引における株価情報とし、次の順序で採用しています。
（1）特別気配値段又は連続約定気配値段
（2）約定値段
（3）指数用基準値段（①新株落理論値段、②前日以前で直近の特別気配値段又は
連続約定気配値段、③前日以前で直近の約定値段の順序で採用）

（3）浮動株比率

①浮動株比率とは
浮動株は、上場株式のうち市場で流通する可能性の高い株式であり、固定的所

有と見られる株（固定株）以外の株式です。浮動株比率（FFW＝Free Float 
Weight）は、「浮動株の分布状況に応じた比率」で、JPX総研が銘柄別に算定し、
指数の算出に使用するものです。（浮動株の分布状況が異なる銘柄Xと銘柄Yで
は浮動株比率の値は異なります。）

＜浮動株比率の算定＞
ⅰ有価証券報告書などの公表資料から固定株を推定
ⅱ固定株比率（＝固定株数÷指数用上場株式数）を算定
ⅲ「1－固定株比率」の数値から浮動株比率を求める

②浮動株比率導入の背景
浮動株比率の導入の背景は、大きく分けて、①個別銘柄の価格形成の改善、②ベ

ンチマークとしての利便性の向上、③経済・統計指標としての機能向上の3つが
挙げられます。
個別銘柄の価格形成の改善について、簡単な具体例を用いて説明します。仮定

として、上場銘柄が3銘柄で、各銘柄の上場株式数ベースの時価総額（上場株式数
×株価）はいずれも200億円、浮動株ベースの時価総額（上場株式数×浮動株比
率×株価）は、A銘柄は40億円、B銘柄は100億円、C銘柄は160億円とします。

150億円のTOPIX連動型のファンドの運用を想定した場合、3銘柄の資産配
分は、TOPIXが上場株式数ベースの場合、A銘柄、B銘柄、C銘柄ともに50億円
（A、B、C銘柄の構成比率は1:1:1）となり、A銘柄は浮動株ベースの時価総額が
40億円に対し50億円の買い需要（超過需要）が発生することになり、一時的な需
給の歪みが生じます。（図3参照）
一方、TOPIXが浮動株ベースの場合、3銘柄の資産配分は、A銘柄は20億円、
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B銘柄は50億円、C銘柄は80億円（A、B、C各銘柄の構成比率は2：5：8）とな
り、前述のような需給の歪みが改善されます。（A銘柄は浮動株ベースの時価総額
が40億円に対し20億円の買い需要となり超過需要は緩和される。）
また、先ほど説明したとおりTOPIXは、運用成果を評価する投資尺度（ベンチ
マーク）として利用されていますが、実際に市場で流通する株式（浮動株）を用い
た株価指数の方がベンチマークとして望ましいという考えもあります。
更に、TOPIXは経済・統計指標としても利用されていますが、実際に市場で流
通する株式（浮動株）を用いた方がより実態を表し、経済・統計指標として優れて
いるといった意見もあります。

上場
時価総額

銘柄Ａ
200億円

1

50億円

固定的所有
と見られる
「固定株」
部分

「固定株」
部分

「浮動株」
部分

浮動株
時価総額

市場で流通
する可能性
が高い
「浮動株」
部分

「固定株」
部分

50億円 50億円 50億円
80億円

20億円

需要超過が
解消

10億円の
需要超過が発生

200億円

160億円

100億円

40億円

銘柄B
200億円

1

銘柄C
200億円

1

銘柄 A
40億円

2

銘柄B
100億円

5

銘柄C
160億円

8

150億円のインデックス
運用での買付額

50億円 50億円 50億円 20億円 50億円 80億円

.. .. .. ..

＜図3＞

③浮動株比率の見直しタイミング
浮動株比率の見直しは、「定期見直し」と「臨時見直し」があります。

ⅰ定期見直し
全銘柄を決算期ごとに4グループに分け、グループごとに年に1回、有価証券

報告書などの公表情報を基に実施します。（計4回 /年）4

定期見直しを実施する月の第5営業日に新しい浮動株比率を公表し、同月の最
終営業日から新しい浮動株比率を適用します。

4　決算期末から定期見直し公表までの間に行われたコーポレートアクションなどによって
浮動株の分布状況が著しく変化する場合には、当該内容も反映します。
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対象 定期見直し実施月 適用期間
1月～3月決算期銘柄 10月 決算期末と同年の10月最終営業日から1年間
4月～6月決算期銘柄 1月 決算期末の翌年の1月最終営業日から1年間
7月～9月決算期銘柄 4月 決算期末の翌年の4月最終営業日から1年間

10月～12月決算期銘柄 7月 決算期末の翌年の7月最終営業日から1年間

ⅱ臨時見直し
第三者割当増資、優先株転換、新株予約権行使、会社分割、合併、株式交換、公開

買付又はその他JPX総研が適当と認める事例が生じ、浮動株比率の分布状況が
著しく変化することが見込まれる場合に実施します。なお、臨時見直しの浮動株
比率は0.00001刻みとしています。
例えば、株式数の増加に伴い臨時見直しを行わない場合、浮動株が増加するこ

ととなりTOPIXに連動するインデックスファンドのリバランス（調整売買）が
必要になります。仮に市場で実際に流通する可能性が低い固定株の増加である場
合、買い需要が発生することにより、個別銘柄への価格形成が一時的に歪む恐れ
があります。このため、臨時見直しを行うことで、こうした価格の歪みを回避して
います。また、臨時見直しを行うことで、TOPIXに連動するインデックスファン
ドのリバランス（調整売買）を減少させ、売買コストを低減させる効果も期待され
ます。

12 指数ハンドブック
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4 TOPIXの見直し

（1）TOPIX見直しの概要

TOPIXは日本株市場全体の動きを示す指標としての長い歴史の中で、その基
本的な性格は維持しつつも、ポートフォリオ理論の進展とパッシブ運用の隆盛に
伴う利用方法の拡大などの環境変化に併せて、投資対象としての機能性を高める
ためのさまざまな見直しを続けてきました。

JPX総研では、TOPIXを「日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対
象としての機能性を有する我が国を代表するマーケット・ベンチマーク」と位置
づけていますが、2022年4月に実施された東証の市場区分再編前は、東証市場
第一部の全社を構成銘柄としていたため、指数連動運用の対象としての機能に課
題があるとの指摘もありました。こうしたことを踏まえて、TOPIXの投資対象と
しての機能性を更に高めるための見直しを行うこととしました。
この見直しでは、①浮動株から政策保有株を除くなどの浮動株比率の算定方法

を見直し、②流通株式時価総額100億円未満の銘柄の段階的ウエイト低減を行
いました（第一段階の見直し）。2025年1月に第一段階の見直しが完了し、構成
銘柄数は約2,200銘柄から約1,700銘柄に減少しています。
これに続く第二段階の見直しでは、TOPIXの巨額な連動資産や幅広い利用を
踏まえて連続性を確保しつつ、TOPIXの市場代表性や投資機能性の深化を図り、
TOPIXを利用するパッシブ運用者やインデックス投資家全般の利便性の改善を
目指しています。具体的には、全市場区分（プライム市場・スタンダード市場・グ
ロース市場）を対象として、流動性をより重視して銘柄の定期入替を実施するこ
ととしています。

（2）見直し後のTOPIX

上記の見直しを経て、TOPIXはどのように変わるのか、現行（2025年8月現
在）のTOPIXと、2026年10月以降のTOPIX（以下、「次期TOPIX」という。）の
ルールを比較してみましょう。

①対象市場
2022年4月の市場区分再編前のTOPIXは旧市場第一部上場銘柄を対象とし

て算出しており、第一段階の見直しが適用されている市場区分再編後のTOPIX



（以下、「現行TOPIX」という。）も原則、プライム市場のみを対象 5としています。
これに対して次期TOPIXはプライム市場、スタンダード市場およびグロース市
場を対象市場として構成銘柄を選定します。

②定期入替
現行TOPIXは、定期的な銘柄入替という仕組みは存在せず、構成銘柄の追加・
除外は、プライム市場への新規上場や市場変更に伴う追加および上場廃止などに
伴う除外以外には発生しません。一方、次期TOPIXは、流動性基準により年1回、
10月最終営業日に銘柄の定期入替を実施することとしています。図のとおり、流
動性基準として「年間売買代金回転率」と「浮動株時価総額の累積比率 6」を指標と
する「継続基準」と「追加基準」を設けています。定期入替基準日（毎年8月最終営
業日）におけるTOPIXの構成銘柄には「継続基準」を、非構成銘柄には「追加基準」
を適用し、「年間売買代金回転率」および「浮動株時価総額の累積比率」の水準を満
たした銘柄を構成銘柄として選定します。なお、「継続基準」は「追加基準」より低
い水準に設定していますが、これは過度な銘柄入替を抑制することで指数の安定
性や投資効率を確保する仕組みで、バッファ・ルールとも呼ばれ、国内外の主要
な指数でも採用されているものです。
「浮動株時価総額の累積比率」の水準は、指数の連続性確保の観点から、構成銘
柄数や市場カバー率に示される広範網羅性と業種やファンダメンタルズなどの
指数特性を見直し前後で維持する一方で、投資機能性の向上の観点から連動運用
において必要な構成銘柄の流動性（浮動株時価総額や売買代金）の改善が見込ま
れる水準として設定しました。「年間売買代金回転率」は、投資機能性の観点から
最低限求められる水準としつつ、本基準自体で過度な銘柄入替が生じないような
水準に設定したものです。

5　2022年4月の市場区分再編前のTOPIX構成銘柄（旧市場第一部銘柄）については、市場
区分再編時の新市場区分の選択によりスタンダード市場やグロース市場に移行した銘柄であっ
ても、引き続きTOPIXの構成銘柄としたことから、2025年9月末時点において、TOPIXはプ
ライム市場1,568銘柄、スタンダード市場105銘柄から構成されています。
6　浮動株時価総額の累積比率とは「年間売買代金回転率の基準を満たす銘柄群において浮動
株時価総額が大きい銘柄から累積した浮動株時価総額÷当該銘柄群の浮動株時価総額の合計」
です。
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浮動株時価総額の水準は、「継続基準」、「追加基準」ともに、現行TOPIXが求め
る水準（流通株式時価総額100億円）を上回る水準であり、この基準による銘柄
入替を毎年実施することで、次期TOPIXは現行TOPIXよりも高い流動性を維
持することとなり、パッシブ運用やインデックス投資の投資効率が高まるものと
考えられます。

構成銘柄数
市場カバー率

21.4 22.4 ～ 22.6 22.10～ 25.1

24.6～9末頃 26.10 ～ 28.7 28.10

25.1完了

約 2,200銘柄
約 98.0％

約 1,700銘柄
約 97.7％

約 1,100銘柄
約 96.5％

市場第一部

定期的な銘柄入替

プライム スタンダード

ルール
の
公表

市場区分
との
紐づけ
廃止

段階的ウエイト低減
の実施

政策
保有株を
浮動株
から除外

＊流通株式時価総額
100億円未満の
銘柄が対象

（2025年 8月末　試算）

＊以後、毎年実施

指数
コンサル
テー
ション

第 2回
定期
入替

ルール
の
公表

第１回
定期
入替

次期 TOPIX
への

段階的移行

第
一
段
階

第
ニ
段
階

周
知
期
間

周
知
期
間

グ
ロ
ー
ス

＜図4＞

③非定期の追加
現行TOPIXは、プライム市場への新規上場銘柄および市場変更銘柄を対象に、
非定期の追加を行っています。追加対象をプライム市場に限定しているのは、プ
ライム市場の上場審査基準において流通株式時価総額100億円以上を求めてお
り、現行TOPIXが求める流動性の水準を満たす銘柄と考えられるからです。
次期TOPIXにおいては、2026年11月以降、対象市場を限定せず、プライム
市場、スタンダード市場、およびグロース市場への新規上場銘柄のうち、直前の定
期入替における浮動株時価総額の累積比率上位95％に含まれる銘柄の最低浮動
株時価総額を上回る銘柄については、定期入替を待たずに新規上場日の翌月最終
営業日に追加することとしています。
定期入替を待たずに非定期の追加を行うことで、浮動株時価総額が大きい新規

上場銘柄の企業価値をより早期にTOPIXに反映することができます。
なお、非定期の追加においては、年間売買代金回転率を確認する十分な期間が

取れないことから、年間売買代金回転率を基準から外したうえで、浮動株時価総
額の水準は定期入替の「追加基準」で求める水準より高いものとしています。
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④移行措置
TOPIXの巨額な連動資産や幅広い利用を踏まえて、市場影響を緩和する観点
から、新ルールの周知や移行は時間をかけて丁寧に行うこととしています。初回
の定期入替は2026年10月最終営業日（定期入替基準日は2026年8月最終営
業日）に行い、2028年7月までの段階的な移行を経て、2回目の定期入替は
2028年10月最終営業日（定期入替基準日は2028年8月最終営業日）に行いま
す。初回の定期入替において継続選定されない銘柄（以下、「移行措置銘柄」とい
う。）については、図のとおり2026年10月最終営業日から2028年7月最終営
業日までの間、浮動株比率に移行係数を乗じて、四半期ごと8段階でウエイトを
低減します。ただし、移行措置銘柄については2027年10月に再評価7を行い、定
期入替の「継続基準」を満たす場合、ウエイト低減を停止（移行係数0.5の適用を
継続）することで、企業の改善努力の反映や2回目の定期入替におけるリバラン
スに伴う回転率の低減を図ることとしています。

7　2027年8月最終営業日を基準日として、定期入替と同様の構成銘柄選定方法を用いて行
います。

現行 TOPIX

対象市場

定期入替

選定基準

非定期
の追加

次期 TOPIX

プライム市場
＊新市場区分再編時の構成銘柄で、ス
タンダード市場やグロース市場を選
択した銘柄は現行 TOPIX に含まれ
る。

プライム市場・スタンダード市場・グロース市場

なし ・下記の流動性基準により銘柄を定期入替

・追加基準は TOPIX の構成銘柄でない銘柄に適用し、継続基準は
既にTOPIXの構成銘柄である銘柄に適用
＊指数の安定性や投資効率の観点から継続基準（バッファ・ルール）を導入

プライム市場への新規上場・市場
区分の変更銘柄

プライム市場・スダンダード市場・グロース市場への新規上場銘柄で、
浮動株時価総額が、同累積比率上位 95％に含まれる銘柄の最低浮
動株時価総額を上回る銘柄

なし 年1回、10月最終営業日（基準日：8月最終営業日）

年間売買代金
回転率

浮動株時価総額
の累積比率

0.2以上

上位96%以内

0.14以上

上位97%以内

指標 追加基準 継続基準 *

＜図5＞
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100％ 87.5％ 75.0％ 62.5％

2026年 10月から四半期毎・
8回 （均等）で段階的ウエイト低減

50.0％ 37.5％

1

225.0％ 12.5％ 0.0％

再評価で継続基準を満たす銘柄
の段階的ウエイト低減を停止

第 2回定期入替における
銘柄入替数の減少・
回転率抑制が期待

上場会社の経営改善の取組みを反映

移行係数 2026年
10月

初回
定期入替

再評価
（継続基準）

第 2回
定期入替1年1年

27年
1月

27年
4月

27年
7月

27年
10月

28年
1月

28年
4月

28年
7月

28年
10月

（以後、毎年定期入替）

…

＜図6＞
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